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『鳴り砂』2-124 号 別冊 2023 年 5 月 20 日 

 

 最近の気になる動き 100  

「運転期間延長」問題と 2.15女川原発「保安規定」認可 
 

女川原発の「保安規定変更認可申

請」を2.15に規制委が認可【東北電力

2.15お知らせ】。これで、新規制基準

に基づく一連の手続き（３種の許認可）

が終了した女川２は、今年（2023）

11月の工事完了・来年２月の再稼動に

向けて突き進むものと思われます。 

しかも、原発利用を強引に推し進め

る岸田政権の「運転期間延長」の法改

悪（3.30衆院審議入り【3.31岩手日報】）によ

り、女川２では、2013.12.27早期申請の“ご褒

美”として、少なくとも９年強もの「審査期間<*>」

の運転延長が可能となり、当初予定外のサプレッ

ションプール耐震補強などの工事長期化で苦境に

陥っている東北電力にとっては、まさに“棚から

ボタ餅”です。 

実際には、3.11以降の停止期間は、自らの意

に反し審査等で運転停止させられた期間ではなく、

再稼動に必要不可欠な安全対策・耐震補強の長期

工事期間（＝定検と同様）が‘たまたま審査期間

と重なっただけ’なので、それを運転期間から控

除するのはおかしいと思います。それが許される

のなら、今後、定期検査や改造工事に合わせて審

査終了が見込める些末な変更申請（短期間で終了

しそうなら、資料提出をわざと遅らせる）を行な

えば、その都度運転延長が可能となります。 

…と書いていたら、上記“些末申請策略”や前

号「気になる動き99」の“早期申請策略”を筆者

同様に懸念したのか、3.20に更田・前規制委委員

長も「審査期間は事業者の思惑でいかようにもな

り、長く審査中にしておけば、ずっと後でも運転

ができる。世界でも聞いたことがない変な案だ。」

と批判？したようです【3.21日報】。そのような

いい加減な申請・審査長期化を防ぐためにも、規

制委側からの修正助言・添削指導・追加資料請求

などは一切せず、合否を“一発審査”で冷厳に判

定し、また、不合格となった場合は一定期間（半

年や一年）は再申請を受理せず、その不合格審査

期間は運転期間控除対象外とする等の措置＝申請

乱発防止策を講じることが必要です。 

…と書いていたら、今度は、山中・現委員長が

3.29記者会見で、資料誤記などの不適切対応を繰

り返す日本原電・敦賀２について「…４月に、審

査の一時的な中断だけでなく、完全な打ち切りも 

 

視野に議論する」【3.30日報】とのことで、政府

の原発推進政策に甘え切った事業者（六ヶ所再処

理工場の日本原燃も）に対し、ようやく厳正な審

査・合否判定を行なう可能性が示されました。で

も、‘キツネとタヌキの化かし合い’ではありま

せんが、小賢しくも日本原電が大慌てで現申請を

一旦取下げ、ホトボリが冷めた頃に再申請したら

（原発事業者初の経営破綻のおそれもあるので

「廃炉」決断は無理。しかも、逆に運転期間延長

も見込める！）、現状では規制委は「再受付・再

審査」せざるを得ないのではないでしょうか。 

…と書いていたら、なんと4.5規制委は、敦賀

２について「審査打ち切りは法的な根拠がなく、

…事業者の権利を阻害する」ことと「全ての審査

をやり直すことにもなり、規制委の負担が大きい」

等の理由で、審査を再中断（８月末までに補正書

提出し直し後「許可、不許可の判断をする」）し

たとのこと【4.6日報】。でも、提出された資料

では原子炉直下の活断層の可能性を否定できない

として「不許可」にする判断は、現時点で法的に

も十分に可能なはずですが、今回審査打ち切りを

先延ばしにしたということは、東北電力など電力

各社が「受け取る電気がゼロでも維持費に相当す

る「基本料金」を支払」うなどして「電力業界が

原電を支えて」おり、「原発専業の電力会社であ

る原電には２号機をあきらめて廃炉にする選択肢

はなく、再稼働を目指す姿勢を貫くとみられる」

ため、結局は再審査で合格させる（しかも運転期

間大幅延長というオマケ付き！）のではないでし

ょうか。 

 

さて、今回の保安規定変更では、特に火山影響

等発生時と有毒ガス発生時の運転管理事項が追加

されています【2023.2.3最終補正（以下「女川」）】。

本稿では主に後者に言及しますが、その前にいく
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つか目についた内容を紹介します。 

まず、柏崎刈羽（ＫＫ７）の保安規定

【2020.10.26東電ＫＫ最終補正（以下「ＫＫ」）】

と比較してみますが、ＫＫで問題となった‘福島

原発事故を引き起こした東電社長の責任’につい

て、「第２条 基本方針」で具体的に「原子力発

電所の運営は，いかなる経済的要因があっても安

全性の確保を前提とする」ことが明記（７項目）

されています。一方、女川保安規定では、「第３

条５．２ 原子力の安全の確保の重視」で「社長

は、組織の意思決定にあたり、機器等および個別

業務が個別業務等要求事項に適合し、かつ、原子

力の安全がそれ以外の事由により損なわれないよ

うにする」【女川22枚目：下線は筆者。ＫＫも同

様】との難解な文章のみが示され（下線部は、Ｋ

Ｋでは「例えば、コスト、工期等によって原子力

の安全が損なわれないことをいう」とのこと

【2020.9.17東電資料１・28枚目】）、ようや

く末尾添付「添付１－３ 重大事故等および大規

模損壊対応に係る実施基準」の最初の条文で「１

（１） 社長は、重大事故等発生時における原子

炉施設の保全のための活動を行う体制の整備にあ

たって、財産（設備等）保護よりも安全を優先す

ることを方針として定める」と記載しています【女

川630枚目。ＫＫにも同様の記載あり】。後日の

事故発生時、運転員らが当該文書を“見逃してい

た”と責任転嫁するために、わざと「分かりにく

く、かつ、目につきにくく」しているのでしょう

か（筆者の読解力が低いだけ？）。 

次に、当然ですが、女川３号炉への燃料装荷は、

同号炉の原子炉設置変更～保安規定変更が施行さ

れる前には行なわないとのこと【女川552枚目の

附則。ＫＫ565枚目附則でも同様にＫＫ１～６号

炉への装荷は留保】。なお、備忘的に言えば、女

川２やＫＫ６・７の設置変更申請は、女川３やＫ

Ｋ１～５に燃料が装荷されていない前提（複数号

機問題）で許可されていますので、それらの燃料

装荷＝再稼動が具体化した際は（ＫＫ１～５はこ

のまま廃炉の可能性あり）、改めて女川２やＫＫ

６・７の設置変更申請のし直しが必要です。 

さらに、この間何度か言及した「耐圧強化ベン

ト」に関して、表５「最

終ヒートシンクへ熱を輸

送するための手順等」で、

炉心の著しい損傷や格納

容器破損を防止するため、

その機能を担う「残留熱

除去系」が故障した場合、

まず「格納容器フィルタ

ベント系」で減圧除熱を

行ない、さらにそれが使

用できない場合は「耐圧強化ベント系」で行なう

ことになっています【女川658枚目】。でも、「手

順着手の判断基準」に「炉心損傷前において」と

の注記がありますが、そこには「炉心損傷後」の

対応策の記載はなく、注記が見落とされれば「耐

圧強化ベント系」が炉心損傷後に使用される可能

性が残る、不完全な内容となっています。しかも、

『鳴り砂№299』で指摘したように、耐圧強化ベ

ント系の配管は「連続上り勾配になって」おらず、

（通常運転時に水の放射線分解等で発生した）水

素等の「可燃性ガスが系統内に滞留する可能性」

がある一方、水素爆発等防止のための「系統内を

不活性化する設備がない」等の危険性があること

から、特重施設の新規「フィルタ装置」完成後に

は‘撤去されることが決定’しているのです。そ

のような‘撤去予定物・危険物’を再稼動後にも

一定期間バックアップとして残すのは“急場しの

ぎ”でしかないことは明らかです。耐圧強化ベン

ト系は直ちに（予定前倒しで）撤去し、特重フィ

ルタ装置完成まで再稼動しないことこそが、「原

子力の安全が…損なわれないようにする」ことで

す。 

 

さて、ようやくここからが本題です。 

有毒ガス防護に関する保安規定は11項目で、

そのうち主要な事前確認手順「添付１－２」を見

ると、相変わらず『毒ガスガイド』の不備に便乗

して（この間の『鳴り砂』で何度も指摘したよう

に、有毒ガスが「保管されている有毒化学物質＝

固定源・可動源」からしか発生・放出されないか

如きの『ガイド』定義は完全に誤りで、また、そ

もそも審査ガイドは‘審査官の参照資料’でしか

なく「規制要求を示すものではない」のです＜

2021.6.16規制委「審査ガイドの位置付け」＞）、

敷地内外の貯蔵施設・輸送容器に「保管されてい

る…有毒化学物質」に限定して、「運転・対処要

員の吸気中の有毒ガス濃度」が「判断基準値を下

回る」ことを事前確認することが規定されていま

す【女川627枚目】。当然のことながら、「保管」

されていない有毒化学物質・有毒ガスは全て確認

対象外で、『ガイド』定義を“信奉”すれば、保
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安規定でも、１号機沈降分

離槽から発生・放出される

硫化水素の危険性は、完全

に無視されることになりま

す。 

でも、そもそも『有毒ガ

ス防護』の本来の目的は、

有毒化学物質が「保管」されていようがいまいが、

敷地内外で発生・放出される可能性のある「あら

ゆる有毒ガス」に対し、「濃度評価を実施し」、

「吸気中の有毒ガス濃度」が「判断基準値を下回

る」よう、考え得る防護対策（ハード・ソフトの

両面で）を講じることなのではないでしょうか。 

ところが、『ガイド』不備に便乗して設置許可・

保安規定認可された女川２では、沈降分離槽の曝

気作業時（不定期）に、生成・蓄積されている「高

濃度硫化水素」が、①排気筒経由で無処理放出さ

れ２号機中央制御室外気取入口から取り込まれた

り、②（設備共用が解消されない限り）接続配管

経由で２号機制御建屋へ逆流する可能性があるに

もかかわらず、安全確認に必要な「濃度評価」を

せず、「有毒ガス濃度」が「判断基準値を下回る

ようにする手順と体制を定める」【女川641枚目】

ことをしなくても、再稼動が許されるのです。 

その結果、女川２では、‘硫化水素を基準値以

下にする手順・体制’は整備されず、しかも中央

制御室には‘法の求める検出装置・警報装置’も

設置されていないため、もしも高濃度硫化水素が

①外気または②逆流気として一旦流入してしまえ

ば、自動的に検知することはできないため、異常

に気付いた（＝致死濃度以下の硫化水素を吸入し

て刺激臭を感じた）運転員らが息を止めて「配備

した防護具を着用」するしかありませんが、果た

して可能でしょうか。また、②の逆流時には外気

による希釈・無害化が可能かもしれませんが、①

の場合には（外気が有毒ガスなので、外気取入口

を閉止し）中央制御室・退避所加圧用の空気ボン

ベにより希釈したり、硫化水素を吸収するアルカ

リ溶液や活性炭フィルタ等により室内気を清浄

化・無害化することが必要です。でも、通常は保

安規定に基づきなされると思われる事前準備も手

順も訓練も一切ないまま、そのような無害化対応

を行なったり、また希釈・清浄化が完了するまで

の間、運転員らが息を止め続けて防護具を着用す

ることなど、現実的・時間的に可能でしょうか。 

東北電力が、2021.7.12事故を教訓化せず、

『毒ガスガイド』の不備を最大限利用し、敷地内

で発生・放出される可能性のある硫化水素の検

出・警報装置の設置も行なわず、濃度評価や対応

手順・体制整備をしようともせず、さらに、根本

的な発生源・放出源対策である「排気筒からの無

処理放出の中止」や「共用解消・接続配管撤去」

などを行なわないならば、女川２は有毒ガス防護

バックフィットに適合していないことは明らかで

す。 

 ＜2023.4.7 キリがないので完＞ 

 （仙台原子力問題研究グループＩ） 

 

 

 検証  2021.7.12硫化水素事故「新事実」の意味するもの 
 

2021.7.12 硫化水素流出事故について、先般、

宮城県と女川町に行政文書開示請求を行なったと

ころ、東北電力がホームページ等で公表している

ような一般情報や安全協定に基づく入手資料は開

示されました。でも、この間東北電力が頑なに情

報を隠し続けている「硫化水素濃度等のデータ」

については、2022 年 6 月 2 日立入調査時の東

北電力の説明資料【下記２以下の資料】に含まれ

ていましたが、東北電力からの意見聴取の結果、

宮城県は条例８条１項３号に該当する法人の内部

管理に属する事業活動情報及び同１項４号に該当

する核物質防護上重要な情報であるとして、女川

町は条例７条３号に該当する法人に関する情報で

あるとして、‘予想通り’非開示でした。 

 

◎2022.6.2 立入調査時の説明資料 

（６以下は表題部分は開示、本文は非開示） 

１ 固体廃棄物の保管容量（55,000 本）根拠 

 …「設置許可申請書」抜粋：開示 

２ 固体廃棄物の保管量（38,056 本）根拠 

 …文書の有無、表題等も不明 

３ 2022 年度 Rw(固体廃棄物)処理等実施計画 

 …文書の有無、表題等も不明 

４ 貯蔵タンク内放射性固体廃棄物管理状況 

 …文書の有無、表題等も不明 

５ 運転日誌（放射性廃棄物処理関係） 

 …文書の有無、表題等も不明 

６ 酸素・硫化水素濃度測定記録（ランドリ系沈
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降分離槽空気撹拌：2022.4.19 実施分） 

７ 女川１号機ランドリ系沈降分離槽の廃スラッ

ジ生詰め処理に係る測定記録（2022.4.20 実

施分） 

８ 女川１号機ランドリ系における硫化水素発生

抑制対策に係る測定記録（2022.4.21 実施分） 

９ 硫化水素中毒防止要領書（2021.11.30 制

定） 

10 女川原子力発電所運転管理要領書 

11 女川１号機ＬＤ系沈降分離槽における硫化

水素低減措置作業計画書 

12 女川１号機ランドリ系沈降分離槽の廃スラ

ッジ生詰め処理に係る作業計画書 

13 女川１号機ランドリ系における硫化水素発

生抑制対策に係る作業計画書 

 

さて、本稿では、主に宮城県の開示文書（東北

電力ＨＰでも公開の 2021.8.12「定期報告（7

月分）」や 2021.11.5 付安全協定に基づく提出

文書（協定文書）＜＊同日付電力ＨＰ掲載「最終

報告」はその概要＞は含まれていた一方、今回の

開示担当「原子力安全対策課」と管轄が異なるた

めか、事故直後の重要な情報源となった宮城県「技

術会・協議会」の資料は含まれず）のうち、筆者

が初めて目にした 2021.7.15「女川原子力発電

所２号機 制御建屋における体調不良者の発生

について」＜7.15 文書：図の引用元＞から判明

した“重大な事実”を検証します＜お時間があれ

ば、風の会ＨＰ・『鳴り砂』№293 以降の“事故

直後からの推測原稿”もご参照下さい＞。 

 

まず、7.15 文書は、再稼動同意権限を有する

自治体用のため、東北電力も丁寧に説明している

ようで、洗濯廃液貯蔵タンク（＝１号機ランドリ

系沈降分離槽）において嫌気性の硫酸塩還元細菌

の作用で硫化水素が発生することや（8.12 定期

報告や 8.4 技術会資料・8.27 協議会資料には記

載なし、8.23「女川町議会原発対策委員会ご説明

用資料」には記載）、その発生抑制のため定期的

に空気撹拌を行なっていることを明らかにしてい

ます＜1 頁＞。 

そして、最も注目すべきは、東北電力が頑なに

隠し続けている 7.12 事故時の「硫化水素濃度」

が掲載されていることで、①１号機廃棄物処理建

屋地下２階のランドリ系沈降分離槽（以下「当該

タンク」）およびランドリドレンタンク付近の建

屋スペースにおける濃度（14:20 頃 50ppm、

15:40 頃 0ppm）とその近傍の濃度（14:20 頃

5ppm、15:40 頃 0ppm）【上：2 頁】、②２

号機制御建屋の１・２階階段付近の濃度（16:00

頃 50ppm、22:00 頃 0ppm）と１階更衣室４

箇所の濃度（16:20 頃 0ppm）【下：3 頁】、

が示されています。ちなみに、硫化水素の許容濃

度 （ 日 本 産 業 衛 生 学 会 ） は 「 5ppm 」 、

「350-400ppm」を超えると生命に危険で、致

死濃度（厚労省）は「700ppm」です。 
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筆者はこれまで、沈降分離槽・ランドリドレン

タンク等は（接続配管も含め）当然ながら「密閉

構造」で、しかも各タンク気相部は換気空調系に

よる排気もなされているとの東北電力の説明【後

出４頁の図や、協定文書・最終報告の図など】、

具体的には、協定文書の「これまでの空気撹拌作

業においては系外への硫化水素の流出は認められ

ていない」＜２頁＞とか「これまでの空気撹拌作

業においては、当該タンクから発生した硫化水素

は廃棄物処理建屋換気空調系から排気されており、

系外への硫化水素の流出は認められていなかっ

た」＜３頁＞とか「当該タンク内のスラッジ貯蔵

量が多い状態における空気撹拌作業の実績および

7 月 5 日、6 日の試験運用の結果から、系外への

硫化水素の流出は認められておらず」＜４頁＞と

の記載や、さらには、有毒ガス防護に係る「設置

変更許可申請」（バックフィット）の審査資料＜

2022.3.23 提出資料１＞の「当該タンク内のス

ラッジからは、環境要因によって硫化水素が発生

するが、発生した硫化水素は廃棄物処理建屋換気

空調系により直接排気される設計となっている」

＜243 枚目＞とか「当該タンク

に内在する硫化水素は、廃棄物処

理建屋換気空調系により直接排

気される設計となっており、これ

まで、空気撹拌作業時において系

統外への硫化水素の流出は確認

されていない…」＜246 枚目＞

との規制委への説明等々を‘真に

受けて’、（オーバーフローライ

ン配管・共用配管【後出４頁の図参照】を通じて

２号機制御建屋に逆流はしたものの）当該タンク

周辺（建屋スペース＝系外）への硫化水素流出は

“一切ない”と考えていました。ところが、7.15

文書に示された①「14:20 頃」の「50ppm・

5ppm」は、「14：30 頃」の逆流によると思わ

れる１，２号更衣室付近（２号機制御建屋）での

異臭連絡【協定文書・添 2-1】よりも早く、「14:03

～14:33」の空気撹拌作業時＜同左＞に当該タン

クから‘系外への硫化水素流出があった’証拠で、

東北電力の上記協定文書・審査資料等での「系外

への流出なし」との説明は“虚偽”だったのです

（規制委にも虚偽説明して審査合格）！ 

また、密閉構造であるはずのタンクや換気空調

系配管などの‘どこから（流出箇所）・なぜ（流

出原因）’硫化水素が流出・漏洩したのかは大き

な謎で、この①系外流出を改めて調査し、１号機

側での流出防止策を（２号機側流出対策とは別に）

講じる必要があると思います。その謎の解明に、

前述「14：30 頃」の２号機側流出による異臭連

絡（および 14:40 頃の体調不良者発生連絡）よ
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り早く「14:20 頃」当該タンク付近で流出してい

たという‘流出発生の時系列’が、ヒントとなる

のかもしれません。 

さらに、もう一つの謎は、「14：30 頃」の２

号機側異臭連絡より早い「14:20 頃」に、‘なぜ’

１号機当該タンク付近で濃度測定が行なわれてい

たのか、ということです。おそらくそれは、7.12

事故後の規制検査（令和３年度第３四半期）で資

料確認された「１号ランドリドレンタンク室の硫

化水素発生（2018/06/19）…Ａ」＜2022.2.16

規制検査報告書 7 頁＞の表題にある、2018 年

（平成 30 年）6 月に「ランドリドレンタンク室」

で硫化水素発生が確認＜2022.2.16 規制検査結

果 33,34 頁＞されたこと（協力企業作業員が異

臭を確認しただけで、幸い労災事故には至らず？）、

具体的には「ランドリドレンタンクからの水移送

を行っていた際に、タンク周辺で硫化水素が確認

さ れ た 」 ＜ み や ぎ ア ク シ ョ ン 質 問 へ の

2022.5.23 回答＞ことと、関係があるのかもし

れません。ところが、初の（？）硫化水素確認に

ついても‘どこから・なぜ’流出したのか（例え

ば、タンク・配管・弁などの本体や溶接部・接合

部等に生じた微細ひび割れ・ピンホール・パッキ

ング亀裂からの漏えいや、タンク過圧防止用の安

全弁（設置されていれば）からの流出など、様々

な可能性あり）、おそらく真相解明できなかった

ものと思われます＜＊だから資料Ａ非公表？＞。

そのため、再流出の危険性・危険箇所を“放置”

したことから、次善の策として、2018.12 以降

「女川１号ＬＤ沈降分離槽空気攪拌運転およびデ

ータ採取作業作業計画書（改２）（平成 30 年 12

月）…Ｂ」＜同規制検査報告書 7 頁＞に基づき「曝

気作業」を実施するようになり（「女川１号ＬＤ

系硫化水素発生抑制対策の試験結果について（令

和元年８月 21 日）…Ｃ」＜同報告書 7 頁＞で約

半年の曝気作業の効果検証がなされ）、また、曝

気により当該タンク内圧が高まる（＝流出可能性

が高まる）ことも考え合わせ、‘再度の流出に備

えて’同タンク室付近で毎回「濃度測定・安全確

認」することにして＜＊資料Ｂの作業計画で？＞、

7.12 事故時も「14:03～14:33」の曝気に合わ

せて「14:20 頃」に測定していたのではないでし

ょうか。＜7.12 事故２週間前に「ランドリドレ

ンタンク（A）(B)ベント配管点検（2021 年６月

28 日）」＜同報告書 7 頁＞がなされていますが、

これは、2018.6 に「ランドリドレンタンクから

の水移送」時に「ベント配管」から流出したと推

定されたためだったのでしょうか。＞ 

いずれにしても、「14:20 頃」の測定目的・経

緯等や‘誰がどのような方法・装備で’測定した

のか（酸欠作業に準じた立入禁止措置が取られず

＜協定文書 3 頁＞、作業員が同タンク室付近に立

ち入り、測定後に退室？）や、もしも 2018.12

から測定していたのならその結果（特に、事故前

の 7.5 の高圧空気（通常時の２倍）注入時や、7.6

の瞬間的な高圧空気（通常時の 10 倍）注入時の

値も）についても、東北電力は明らかにすべきで

す。また、２号機側での労災事故発生の陰に隠れ

てはいるものの、有害濃度「50ppm・5ppm」

を計測した段階で‘特に何も対応しなかった’＜

協定文書・添 2-1＞ことは問題で、測定自体の意

義・目的や、流出確認時の対応策の有無なども明

らかにすべきです。 

 

次に、硫化水素発生経路（推定）概要図【次頁

図：４頁】を見ると、まず、「④換気空調系に排

気しきれなかった硫化水素が各タンクのオーバー

フローラインから逆流」したとの記載があります。

この時点では、スラッジ内の大量の硫化水素の蓄

積・放出という『東北電力・電中研理論』【＊後

述】が考案される前のため、「換気空調系の排気

量不足」という“初歩的・単純ミス”が「事故原

因」であることが、正直に示されています。これ

以降は、同じ④の説明を記載しながらも、『同理

論』に基づき、想定外に硫化水素がスラッジから

大量放出され、運悪く排気量が不足し、２号機側

（のみ！）へ逆流した、という弁解を繰り返し、

“単純ミス”ではなく“想定外の大量放出”に「責

任転嫁・目くらまし」しています。【＊『同理論』

は、実は「電力社員自ら調査し（専門業者への委

託はない）電力中央研究所に助言を依頼」したも

の＜2021.11.15 付「立入調査の確認票」…今

回の開示情報の一つ＞とのことで、正しくは『東

北電力理論』のようです。いずれにしても、硫化

水素がスラッジ内（活性炭が固着？）に大量蓄積

し、曝気により排気し切れないほど大量放出され

たという非化学的・非定量的メカニズム（高校化

学レベルの溶解度・体積変化を考慮せず）である

ことに変わりありません。残念ながら規制委・規

制庁役人も『同理論』の非科学性を見抜けず容認。】 

また、「ランドリドレンタンク（地下２階）」

から「凝集沈殿槽（２階）」への逆流路【上図（左

下の矢印）】も示されていますが、その矢印はそ

の後の公表図【下図：一例の協定文書】の全てで

“消去”され、凝集沈殿槽をさらに遡りランドリ

ドレン（洗濯廃液）＜次頁下図の左上参照＞の発

生源である１号機制御建屋地上階にある「洗濯室」

への逆流可能性が、完全に“もみ消された”ので

す。7.12 事故時、実際に１号機廃棄物処理建屋

の当該タンク付近で①「14:20 頃」に「50ppm・

5ppm」の流出があったにもかかわらず、当該測

定作業員が（たまたま、あるいは防護装備を装着
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していて？）高濃度ガスを

吸引せず、２号機側のよう

な労災事故は発生しなか

ったことを“幸い”に、東

北電力は、１号機洗濯室へ

の逆流可能性については、

事故後ずっと明言を避け

続けてきたのです＜前出

2022.5.23 回答および

2021.12.2 回答＞。 

その理由は、同洗濯室付

近にも硫化水素逆流＝労

災事故発生の危険性があ

ったことが“バレれば”、

石巻労基署や地元自治体

からさらに、7.12 事故時

や 過 去 の 曝 気 作 業 時

（2018.6 やそれ以降）

の流出＝労災の有無が追

加調査されることを懸念

したためではないでしょ

う か （ 何 か 不 都 合 が あ

る？）。でも、＜5.23 回

答＞で、１号機制御建屋

（洗濯室付近）と１号機廃

棄物処理建屋にも２号機

側同様に濃度計を設置し

たことや（5.13 質問７③

④）、また事故後の再発防

止策により「１号機制御建

屋の硫化水素の流出も防

止できる」（質問 6）とか、

「１号機、２号機、どちら

の制御建屋へも影響を与えないよう」発生抑制作

業や空気攪拌時の安全確保対策を定めた（質問

12）と述べていることからも、同洗濯室への逆流

可能性があったことは明らかです。一方で、２号

機・１号機への『流出有無の差異の原因・機構』

の検証は行なわれていないことから、策定された

再発防止策で同洗濯室への流出防止ができる根拠

は全くありません。 

なお、実際に体調不良者が発生した２号機制御

建屋の濃度測定が②「16:00 頃」（50ppm）と

か「16:20 頃」（0ppm）と、１号機当該タンク

付近の再測定①「15:40 頃」より遅かったことや、

さらに②「16:00 頃 50ppm」が計測されたにも

関わらず「女性用更衣室の換気作業  開始」は

「19:44」だった一方、１号機廃棄物処理建屋の

換気開始は「15:31」、１号機制御建屋の換気開

始は「15:47」と早期に実施＜協定文書・添付-2

＞されたことは、協力企業作業員との情報共有・ 

 

非常時連絡体制の不備によって体調不良者発生箇

所が正確に認識されず、②の測定や換気開始が後

回しとなったこともあると思われますが、そもそ

も東北電力自身が、１号機当該タンク付近が最も

流出（＝労災発生）可能性が高いと以前から認識

し、7.12 事故時にも当該タンク付近での流出＝

労災が‘真っ先に思い浮かんだ’からなのではな

いでしょうか。 

 

最後に、7.15 文書同様、今回初めて目にした

2022 年 6 月 2 日の立入調査時の東北電力説明

資料「女川原子力発電所２号機 制御建屋内への

硫化水素の流出事象に係る対応状況」＜22.6.2

文書＞から判明したことを、一つ紹介します。 
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これまでは、どの資料を見ても、沈降

分離槽（当該タンク）から遠心脱水機へ

のスラッジ排出・移送方法が具体的に示

されておらず【右図：2022.3.23 資料

１・244 枚目図の一部】、底部からの

自然流下かどうかを質問しても、「スラ

ッジ排出は、当該タンクに接続するポン

プで撹拌しながら遠心脱水機に移送し、

遠心脱水機で脱水処理後ドラム缶に封

入 す る 設 計 と し て い ま す 」 ＜

2022.5.23 回答＞と、移送方法につい

て何故か明言を避けていました（何か不

都合がある？）。ところが、6.2 文書に

は、スラッジがタンク底部から「ポンプ

移送」されることが明示されていました

【右下図】。 

そうであれば、（『理論』によれば硫化水

素ガスを大量に封じ込めるまでに固結し）底

部ではさらに圧密固化したスラッジでも、ポ

ンプによる吸引力で強制的に遠心脱水機へ

移送（＝定期的にスラッジ排出）をしていれ

ば、曝気ノズルからの噴気が直接届かないタ

ンク底部の固結スラッジも簡単に崩せた（ほ

ぐせた）はずで、曝気効果もより一層向上し

たはずです。 

さらに【図】をよく見ると、当該ポンプ下

流に「戻し配管」＜吹出しは筆者加筆＞が設

置されているようですので、同配管を利用し

て（閉回路で）底部スラッジを強制循環させ

れば、7.12 事故の原因となった空気の注入

圧増加など行なわなくとも、スラッジ固結は簡単

に解消でき、通常の注入圧（量）で十分に曝気効

果が上がり、換気空調系の排気量不足という‘単

純ミス’による２号機への逆流（＝7.12 事故）

も起こらなかったはずです。それを行なわなかっ

たのは、ポンプが水密性・気密性に欠ける欠陥品

で、作動時に硫化水素が周辺に漏洩・流出する可

能性があったためか、あるいは同配管を利用した

スラッジ循環による固結解消策を‘誰も思いつか

なかった（宝の持ち腐れ）’ためでしょうか（そ

れとも、前記回答「当該タンクに接続するポンプ

で撹拌しながら…」という「ポンプ」は、曝気用

の圧縮空気ポンプでなく、スラッジ排出用のポン

プのことで、スラッジ循環でタンク内を攪拌しな

がら、一部のスラッジは遠心分離機へ移送する、

という意味でしょうか）。いずれにしても、このス

ラッジ循環による固結解消・曝気効率向上策が事

故前に実施されず、事故後にも言及されていない

理由について、東北電力からのきちんとした説明

が必要です。 

 

さて、今後の問題は、非開示文書（２～１３）

について審査請求（不服申立）をするかどうかで

すが、7.12 事故の実態解明＜過去の話＞には事

故以前の硫化水素濃度の測定記録が特に重要です

が、残念ながらそれらは今回の非開示文書には含

まれていません。でも、事故後の測定値（６～８）

は、当該タンクから換気空調系経由で無処理放出

される硫化水素の危険性証明＜再稼働を控えた今

後の話＞には利用できそうだと思いますので、「手

間」対「利用効果」（や開示可能性）を検討した

上で、判断したいと思います。 

＜2023.4.28 第一報 完＞ 

 （仙台原子力問題研究グループＩ） 

 

 

 

 

 

戻し配管 
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【女川原発アラカルト】 
 

【３月】 

11 日（土） 東北電力ネットワーク、再生可能

エネルギー発電事業者を対象に「出力制御」を

実施。最大 57 万㌗（12 時から 12 時 30 分）

を一時停止。19 日最大 139 万㌗、20 日 96

万㌗、21 日 52 万㌗（22 年度 18 回目）。 

16 日（木） 「脱原発をめざす宮城県議の会」

勉強会、伴英幸氏（原子力資料情報室共同代

表）が汚染水海洋放出の問題点を解説。県議

会庁舎 1F 議員応接室。 

17 日（金） 東北電力ネットワーク等、不正閲

覧問題で、経済産業省に法令順守体制の強化策

を報告。 

18 日（土） 「いのちの光 3.15 フクシマ」実

行委員会、『第 10 回いのちの光 3.15 フクシマ

～フクシマが背負ってきたもの伝えつづける

もの』、今野寿美雄さん講演会（子ども脱被ば

く裁判原告代表）、仙台市・カトリック元寺小

路教会大聖堂。40 名参加。 

  環境省、福島原発事故で発生した除染土の福

島県外での最終処分に向けた市民対話集会、仙

台国際センター。オンライン含め 190人参加。 

  東急不動産（東京）、気仙沼市渡戸の市民の森

周辺で計画する風力発電事業地区説明会、水梨

コミュニテｨーセンター、住民 15 人出席。30

日、市民会館。自然環境への影響懸念の声。 

20日（月） ふるさとを返せ！津島原発訴訟控

訴審第３回口頭弁論＆進行協議、仙台高裁101

号法廷。石栗裁判長、5月25日に現地進行協議

に「行きます」と表明。前段集会（片平三角

公園）、報告集会（仙台市戦災復興記念館5階

会議室）、約80名参加。 

25 日（土） さようなら原発みやぎ県民集会実

行委員会、「2023 ＳＴＯＰ！女川原発再稼働 

さようなら原発 宮城県民集会」、仙台市勾当

台公園市民広場。「女性ネットみやぎ」事務局

長の本田永久子さんが主催者あいさつ、福島

県新地町漁師の小野春雄さん、女川原発再稼

働差止訴訟原告団の長沼利枝さんが発言。「集

会宣言」を採択、宮城のうたごえ協議会のみ

なさんの歌に送られて、アピール行進。400

名参加。 

26日（日） 脱原発東北電力株主の会、株主提

案協力要請を発送作業。6名参加。 

27 日（月） 「子ども脱被ばく裁判」控訴審『親

子裁判（国賠訴訟）』第 6 回口頭弁論、仙台高

裁。 

28 日（火） 合同会社杜の都バイオマスエナジ

ー（東京）、仙台市宮城野区蒲生で 6 月試運転

開始予定のバイオマス発電所に関し、県・6 市

町と県条例に基づく公害防止協定を締結。 

30 日（木） 東北電力、女川原発および東通原

発の「2023 年度の原子燃料等の輸送予定」で、

新燃料、低レベル放射性廃棄物、使用済燃料、

全て「なし」と公表。 

【４月】 

1 日（土） 東北電力ネットワーク、再生可能エ

ネルギー発電事業者を対象に「出力制御」を実

施。最大 201 万㌗（12 時から 12 時 30 分）

を一時停止。2 日最大 53 万㌗、9 日 179 万

㌗、22 日 247 万㌗、23 日 237 万㌗、5 月

2 日 76 万㌗、3 日 144 万㌗、4 日 215 万㌗、

5 日 88 万㌗（9 回目）。前日見込みを下回り、

出力制御実施なしが 3 回も、正確に予測する難

しさが浮き彫りに。 

 「菅生太陽光発電事業（仮）」で「飛び地」

発電を計画した GSSG ソーラージャパン（東

京）、国の再生可能エネルギー固定価格買取制

度（ＦＩＴ）の認定が「無効」に。 

2 日（日） 宮城護憲の会、講演会「子や孫の

生命を奪うな！―福島原発汚染水海洋放出の

危険性を考える」講師：西尾正道氏（国立病

院機構北海道がんセンター名誉院長）、せんだ

いメディアテーク 7 階会議室。 

3 日（月） 経産省、大手電力 7 社の家庭用規制

料金値上げの申請内容を見直した結果、6 電力

の平均値上げ幅が圧縮されたと公表。4 日、東

北電力、審査会合で燃料費下落を反映し、

32.9％を 7.7 ㌽圧縮 25.2％にすると表明。 

8 日（土） みやぎアクション、オンライン会

議。13 名参加。 

 放射能から子どもたちを守る栗原ネットワ

ーク『学習交流会』74、栗原市市民活動支援

センター多目的室。「岸田政権の原発支援・

延命策を止めさせ、核廃絶と原発ゼロを」 ①

栗原市内・県内の汚染牧草など放射能汚染廃

棄物処理の現状 ②六角牧場風力発電事業と

県内の再生可能エネルギーの実態 ③どうす

る日本、どうする私たち、日本のエネルギー

をどうする？ 

9 日（日） 日本共産党仙台東地区委員会、「徹

底討論 原発と電気料金」、コーディネータ

ー：中嶋廉さん、ゲスト：いわぶち友参議院

議員＆佐々木功悦県会議員、エルパーク仙台

セミナーホール。60 名参加。 

 丸森の未来を考える会、風力発電事業者Ｈ

ＳＥ（茨城県日立市）に、意見交換会の場で、

計画の白紙撤回を求める要望書を提出。 
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12 日（水） 女性ネットみやぎ、「岸田政権の

新・原発推進政策の撤回を求める全国署名」

街頭署名行動、平和ビル前。 

 東北電力、県・女川町・石巻市ならびに登米

市・東松島市・涌谷町・美里町・南三陸町に 3

月分の女川原発 1 及び 2・3 号機の「定期事業

者検査」の状況報告。3 月 15 日、女川２号機

の燃料交換機の耐震工事において、燃料つかみ

具用の２種類（電磁式、空気式）あるブレーキ

（燃料つかみ具を上昇・下降させるワイヤー巻

上機のブレーキ）の動作確認を実施したところ、

電磁式ブレーキが作動したまま解除できない

事故が発生。原因は、電磁式ブレーキに電力を

供給する電源装置の故障。当面使用予定のない

女川１号機の燃料交換機の電源装置（同型式）

を暫定的に用いて復旧し、今後、新品の電源装

置へ交換すると公表。 

13 日（木） 原子力規制委員会、女川原発 2 号

機の新規制基準適合性審査会合。東北電力、3

月 6 日に変更申請した「工事計画」の 5 項目を

説明。審査は全 5 項目が継続に。 

17 日（月） 宮城県内 38 団体、「女川原発の安

全性に係る検討会(仮称)の設置を求める要望

書」を、また岩手の会等 6 団体が「女川原発

の重大事故を防ぐため監視監督を徹底するこ

とを求める要請・質問書」を、宮城県村井知

事（対応は原子力安全対策課）宛てに提出。

宮城・岩手の市民 12 名が参加。 

  「ストップ女川原発再稼働 紙面デモ（意

見広告）運動」プロジェクトチーム第 1回 ZOOM

会議。8 名参加。 

  経産省電力・ガス取引監視等委員会、不正閲

覧問題で、東北電力と東北電力ネットワークに

業務改善勧告。関西電力等 5 社に改善命令。 

19 日（水） 原発問題住民運動宮城県連絡セン

ター、「岸田政権の新・原発推進政策の撤回を

求める全国署名」街頭署名行動、平和ビル前。 

20 日（木） 規制委、女川原発 2 号機の「特定

重大事故等対処施設」の地盤確認の現地調査。

石渡明委員と規制庁職員ら 10 人が参加。 

26日（水） ふるさとを返せ！津島原発訴訟控

訴審第４回口頭弁論＆進行協議、仙台高裁101

号法廷。報告集会、仙台弁護士会館4階大会議

室。原告、弁護団、支援等90名参加。 

27 日（木） 衆議院本会議、原発運転 60 年超

を可能にする、エネルギー関連の 5 つの法改正

を束ねた「ＧＸ脱炭素電源法案」【電気事業法、

再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する

特別措置法（再エネ特措法）、原子力基本法、

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関

する法律（炉規法）、原子力発電における使用

済燃料の再処理等の実施に関する法律（再処理

法）】を、立憲民主党、共産党が反対したが、

自民、公明、日本維新の会、国民民主党などの

賛成多数で可決。 

  規制委、女川原発 2 号機の新規制基準適合性

審査会合。東北電力、重大事故発生時に原子炉

建屋の水素爆発による損傷を防ぐための「原子

炉施設保安規定」の変更（3 月 8 日認可申請）

について説明。規制委、建屋 3 階以外で水素濃

度が上昇するケースもあり得ると指摘。 

28 日（金） 株主の会、東北電力に株主 205 名・

329,100 株で「発電原価及び単価の公開」等

の 7 議案の株主提案（28 年連続）を提出し、

県庁で記者会見。3 名参加。 

東北電力、2023 年 3 月期連結決算を発表。

売上高は前期比 42.9％贈の 3 兆 72 億円、経

常損失は前期の 492 億円から 1992 億円に赤

字が拡大、純損失も前期の 1083 億円から

1275 億円に赤字幅が拡大し、震災直後の 12

年 3 月期に次いで、過去 2 番目の大きさ。2 期

連続の赤字。 

  政府の規制改革推進会議の作業部会、発電と

小売り部門を別会社化する「所有権分離」を求

める提言を公表。 

【５月】 

2 日（火） 県、栗原市で 4 月 25 日に採取され

た野生コシアブラから 230㏃/㎏の放射性セシ

ウムを検出したと発表。 

加美町、風力発電事業者JRE宮城加美（東北

電力も出資）と事業終了後の原状回復や災害時

の対応に関する協定を締結。1日、住民2名、締

結差止めを求める住民監査請求。 

8 日（月） 東北電力、女川原発に勤務する社員

1 名と協力企業従業員 1 人が新型コロナウイル

スに感染と発表。3 月 31 日以降 5 月 1 日まで

に、累計で協力企業従業員 5 人、社員 2 人が感

染。 

9 日（火） 加美町監査委員、2020 年に JRE

宮城加美と締結した契約で、町有地を貸し付け

る際の地上権設定契約の変更などを求めた、町

民 23 人の住民監査請求を却下。 

10 日（水） ジャパン・リニューアブル・エナ

ジー（JRE・東京）、住民の反発を受け、丸森

町大内と筆甫両地区に計画していた風力発電事

業の中止を町役場に電話で連絡。 

11日（木） 「第164回女川原子力発電所環境

調査測定技術会」、ハーネル仙台3階蔵王。市民

3名＋電力関係2名＋記者2名傍聴。 

  「ストップ女川原発再稼働 紙面デモ（意

見広告）運動」プロジェクトチーム第 2回 ZOOM

会議。7 名参加。 
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12 日（金） 脱原発スタンディングの会、『脱

原発金曜昼スタンディング』、仙台市フォーラ

ス前。3/24 日 7 人、31 日 6 人、4/7 日 7 人、

14 日 6 人、21 日 5 人、28 日 6 人、5/5 日 3

人、12 日 6 人参加。 

東北電力、昨日（11 日）14 時頃、女川原発

構内（屋外）の防潮堤かさ上げ工事に伴う港湾

部の整地作業で、運転中の転圧ローラー車が段

差でバランスを崩し横転、運転していた協力会

社従業員１名が当該車両と地面との間に足を

挟み、左足首の骨折等により入院する事故が発

生したと発表。本事故は、今年 4 月 1 日から

運用開始した女川原発の情報公開基準「区分 II」

に該当。 

13 日（土） みやぎアクション、オンライン会

議。13 名参加。 

 宮城県平和委員会、福島原発被災地ツアー、

視察①東日本大震災・原子力災害伝承館、②

宝鏡寺「原爆資料館」「ヒロシマ・ナガサキ・

ビキニ・フクシマ伝言館」「非核の火」。 

15 日（月） 東北電力、県・女川町・石巻市な

らびに登米市・東松島市・涌谷町・美里町・南

三陸町に 4 月分の女川原発 1 及び 2・3 号機の

「定期事業者検査」の状況報告。 

16 日（火） 東北電力、家庭向け電気料金の規

制料金について、1 ㌗時当たり平均 25.47％の

値上げを国に補正申請。 

 これ以上海を汚すな！市民会議／さような

ら原発 1000 万人アクション実行委共催「汚染

水を海に流すな！5.16 東京行動」、東京電力

本店要請行動、国会議員とともに国会前抗議

集会（衆議院第二議院会館前）、政府と国会

に要請書提出・院内集会。全国集会（日比谷

野外音楽堂）～銀座デモ、500 名参加。 

17 日（水） 再稼働阻止全国ネットワーク第 27

回全国相談会、日比谷図書文化会館スタジオ

プラス（日比谷図書館 4 階）、42 名（内、風

の会 1 名）参加。 

 原発問題住民運動宮城県連絡センター2023

年度総会、記念講演「原発推進への大転換と

の闘いについて」笠井亮衆議院議員、県労連

会館2階会議室、オンライン併用。 

  東北電力樋口社長、経産省審査会合で、原発

再稼働によって、原発の修繕費が年間439億円

程度必要と、補正申請の内容を説明。 

 県、丸森町（旧耕野村、旧丸森町、旧小斎村、

旧筆甫村、旧大内村以外の区域）で 7 日に採取

された野生タケノコから 110㏃/㎏の放射性セ

シウムを検出したと発表。 

 県再生可能エネルギー等・省エネルギー促進

審議会、新設する事業者に対する「再エネ課税」

構想で、税負担を営業利益の 20％程度とする

答申案を了承。18 日、村井知事に答申。 

（空） 

 

 

●脱原発みやぎ金曜デモ 
 

【３月】 

【反戦】脱原発のみをシングルイシューとして

きた脱原発みやぎ金曜デモですが、戦争によ

る原発災害の危機が現実のものとなったのを

踏まえ、ウクライナに対する戦争を直ちに停

止せよ、と訴えます。 

25 日（土） 第 473 回「金曜デモ」、勾当台公

園市民の広場から 400 名の市民が参加。 

【４月】 

7日（金） 第474回「金曜デモ」、元鍛冶丁公園

から20名の市民が参加。 

14日（金） 第475回「金曜デモ」、危険な原発

もうやめよう!と、元鍛冶丁公園から25名の市

民が参加。 

23日（日） 第476回「日曜デモ」、日曜昼デモ、

今年はもう新緑の季節できもちいい青葉通り

を、元鍛冶丁公園から25名の市民が参加。 

28 日（金） 第 477 回「金曜デモ」、新緑の仙

台市中心部を、女川原発再稼働やめよう！と

訴えて、元鍛冶丁公園から 25 名の市民が参加。 

【５月】 

5 日（金） 第 478 回「金曜デモ」、爽やかな新

緑の中、元鍛冶丁公園から 20 名の市民が参加。 

12 日（金） 第 479 回「金曜デモ」、Ｇ7 科学技

術担当大臣会議が秋保で行われるとのことで

したが特に影響はなく、いつも通り女川原発

再稼働やめよう！とアピール、元鍛冶丁公園

から 20 名の市民が参加。 

 

 

●「子ども脱被ばく裁判の会」 

からの連帯アピール 
 

雪の日も、雨の日も休みなく続けてこられた、

「みやぎ金曜デモ」は今や、500 回を目前にして、

「子どもの日」の今日、「原発いらない」という人

類の生存をかけた思いを伝える為に、ここに集ま

ってこられました。そんな皆さんに、「子ども脱被

ばく裁判の会」より、心からの尊敬と連帯をこめ

て、ご挨拶を申し上げます。 
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仙台高裁で控訴審を闘っている子ども脱被ばく

裁判にとって、現地みやぎの皆さまのご支援は、

裁判を維持するうえで不可欠であり、この場をお

借りして、改めて、感謝をお伝えしないではいら

れません。 

宮城の女川原発反対運動は、1967 年阿部宗悦

さんらの反対宣言に始まり、今も発行されている

『鳴り砂』1 号は 1981 年でしたから、すでに

40 有余年の闘いの輝かしい歴史をお持ちです。

そのような方たちだからこそ、ためらいなく、「子

ども脱被ばく裁判」の一翼を担っていただけたの

だと、改めて闘いの継続性、歴史性の重みの意義

に思いをいたします。 

 

 12 年前の東京電力福島第一原発の事故は、取

り返しのつかない、あまりにも大きな被害を住民

に与え、世界に衝撃を与えました。ドイツやイタ

リアでは一挙に脱原発が進みました。それに反し

て事故当時国、日本では、命の尊厳に真摯に向き

合うことを放棄して、差別的な賠償金で事故は解

決済みとばかりに、20 ミリシーベルト基準と原

子力緊急事態宣言を継続したまま、原発依存政策

という理性を欠如した国家破滅の道を踏み出そう

としています。 

私たちは何としても、この危険な政策にストッ

プをかけねばなりません。 

福島の事故は、きっかけは地震・津波という自

然災害でしたが、原因は人災であり、とりわけ国

策として推進してきた国の責任を明らかにするこ

とこそが、最優先事項であることは論を待ちませ

ん。 

「子ども脱被ばく裁判」においても、高線量下

で学校を再開してしまった行政責任、安定ヨウ素

剤を飲ませなかった行政責任、スピーディの情報

を隠した為に、避難を妨げた行政責任を追及する

ことによって、行政がこどもの命を守らなかった

保護義務違反を明らかにしました。福島県は山下

俊一氏に放射線健康リスク管理アドバイザーの資

格を与えて、住民に偽りの放射線知識を吹聴させ、

避難の権利を妨害しました。あろうことか、福島

地裁もこの犯罪行為を追認しました。 

 

原発がいったん事故を起こせば、放射線に敏感

な子どもの命は真っ先に危険に晒されることは、

半世紀以上前に女川原発に反対した先駆者たちの

予言通り、現実となり、300 人を超える子どもた

ちが、甲状腺がんに苦しむ結果をもたらしました 

命に敵対する原発はいらないと、毅然と国策に

異議を申し立てた宮城の先輩の闘いを何としても

引き継ぎ、子どもたちの未来のために、女川原発

2 号機再稼働を差し止めるために、5 月 24 日の

判決に結集しましょう。女川原発 2号機を止めて、

国の理性なき暴走を食い止める為に、共に闘いま

しょう。 

 

2023 年 5 月 5 日 

        子ども脱被ばく裁判の会 

 

 

●汚染廃棄物「焼却」を 

めぐる動き 
 

【３月】 

23 日（木） 大崎耕土を放射能汚染させない連

絡会、県外焼却処分の中止を求め、大崎市と

面談。 

27 日（月） 大崎連絡会、大崎市に県外焼却に

関する「公文書開示請求」。 

 【４月】 

20 日（木） 大崎市、「公文書開示請求」に関し、

一部を開示。 

 【５月】 

14 日（日） 大崎連絡会、大崎市民集会「放射

性汚染廃棄物処理問題と住民自治」、古川教育

会館。講師：鴫原敦子さん（東北大学大学院

農学研究科学術研究員）演題「放射性廃棄物

問題とは何か―宮城県の現状を踏まえて－」。

40 名参加。 

（空） 
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